


１．概　　要
　  国民健康保険制度改正（国保の県単位化）に伴い、平成30年度から県は財政運営の責任主体としての役割を、また、市町は資格管理や保険税の賦課徴収、

　保険給付、保健事業を担っている。

  　あわら市国民健康保険については、令和５年度の平均被保険者数は4,866人で、その財政状況は、歳入総額 2,953,155千円、歳出総額は 2,828,885千円と

　なっている。歳入の主な内訳は、国保税 515,147千円、県支出金 2,118,364千円、一般会計繰入金 183,123千円となっている。一方､歳出の主な内訳は、

　療養給付費 1,771,946千円、療養費 9,920千円、高額療養費285,944千円等の保険給付費2,076,930千円で、これら給付費等が歳出総額の約73％を占めて

　いる。

２．決算状況
  第1表　決算収支

翌年度へ繰越 積  立  金
す べ き 財 源 取り崩し額

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）　Ｃ Ｄ （Ｃ－Ｄ）　Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）　Ｊ

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,953,155 2,828,885 124,270 0 124,270 24,539 58 0 20,000 4,597

　第2表　国民健康保険基金

令和4年度末 令和5年度 令和5年度 令和5年度末

現 　在 　高 積　立　額 処　分　額 現 　在　 高

千円 千円 千円 千円

現　　　金 474,541 58 20,000 454,599

　第3表　国民健康保険税収納状況

区　　　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 徴収率

現年課税分 513,642 495,934 0 17,708 96.55

滞納繰越分 62,320 19,213 2,899 40,208 30.82

計 575,962 515,147 2,899 57,916 89.44

　　なお、基金において利子58千円を積み立て、20,000千円取り崩したことにより、実質単年度収支は4,597千円となっている。

　　令和５年度の実質収支は124,270千円であったが、歳入に99,731千円の前年度繰越金が含まれているため、単年度収支は24,539千円となっている。 

【成果と今後の方向性】

区　　　分

１）令和５年度あわら市国民健康保険特別会計歳入歳出決算状況について

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 実質収支 単年度収支 積 立 金 繰上償還金 実質単年度収支

(単位 ： 千円、徴収率 ： ％) 
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３．決算比較

2,828,885 千円 2,953,155 千円

（単位：千円） (単位：千円）

R５決算額 R４決算額 比較 R５決算額 R４決算額 比較

一般分 2,067,810 2,015,174 52,636 現年度分 495,934 507,823       △ 11,889

退職分 - - 0 滞納繰越分 19,213        22,682        △ 3,469

出産育児・葬祭費等 3,601 6,258 △ 2,657 515,147       530,505       △ 15,358

審査支払手数料 5,519 5,671 △ 152 93            93            0

2,076,930 2,027,103 49,827 普通交付金 2,073,329     2,020,603     52,726

医療給付費分 447,783 468,636 △ 20,853 特別交付金 45,035        42,010        3,025

後期高齢者支援金分 171,597 162,447 9,150 財政安定化基金交付金等 -             -             0

介護納付金分 47,547 55,726 △ 8,179 2,118,364 2,062,613 55,751

666,927 686,809 △ 19,882 183,123 193,049 △ 9,926

51,003 50,997 6 16,697 16,735 △ 38

保健事業費 22,761 23,703 △ 942 99,731 100,014 △ 283

その他支出 11,206 14,609 △ 3,403 20,000 0 20,000

基金積立金 58 57 1 2,953,155 2,903,009 50,146

歳出合計 2,828,885 2,803,278 25,607

歳入歳出差引額（繰越金）【実質収支】 124,270 千円

歳入合計

　

一般会計繰入金

繰越金

基金繰入金

総務費 その他収入

歳出決算額 歳入決算額

科目 科目

保
険
給
付
費

保
険
税

国庫支出金

県
支
出
金

国
保
事
業
費

納
付
金

保険給付費

73.4％

国民健康保険事

業費納付金

23.6％

総務費
1.8%

保健事業費

0.8％ その他支出

0.4％

【歳出 】

県支出金

71.7％

保険税

17.4％

一般会計繰入金

6.2％

繰越金
3.4%

その他収入
0.6%

基金繰入金
0.7%【歳入 】
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４．実質単年度収支と国民健康保険基金の状況

★税率改定 県単位化 ★税率改定

24年度
（決算）

25年度
（決算）

26年度
（決算）

27年度
（決算）

28年度
（決算）

29年度
（決算）

30年度
（決算）

元年度
（決算）

２年度
（決算）

３年度
（決算）

４年度
（決算）

５年度
（決算）

歳入総額 （⑤含む） (ｱ) 3,438,264,670 3,377,887,546 3,172,380,222 3,475,362,997 3,637,581,278 3,635,379,785 3,185,931,448 3,039,522,482 2,909,459,838 3,023,626,434 2,903,009,057 2,953,154,320

歳出総額 （④含む） (ｲ) 3,206,614,864 3,200,447,117 3,090,110,031 3,472,901,990 3,477,411,777 3,456,115,988 3,130,628,206 3,018,062,321 2,857,008,327 2,923,612,747 2,803,277,943 2,828,884,608

当該年度の実質収支 (繰越金)(ｱ)-(ｲ) ① 231,649,806 177,440,429 82,270,191 2,461,007 160,169,501 179,263,797 55,303,242 21,460,161 52,451,511 100,013,687 99,731,114 124,269,712

前年度の実質収支 (繰越金) ② 96,820,508 231,649,806 177,440,429 82,270,191 2,461,007 160,169,501 179,263,797 55,303,242 21,460,161 52,451,511 100,013,687 99,731,114

単年度収支（①-②） ③ 134,829,298 △ 54,209,377 △ 95,170,238 △ 79,809,184 157,708,494 19,094,296 △ 123,960,555 △ 33,843,081 30,991,350 47,562,176 △ 282,573 24,538,598

基金積立額 ④ 80,000,000 160,184,000 548,000 556,000 40,165,000 76,934,000 215,046,000 578,000 414,000 59,000 57,000 58,000

基金繰入金 ⑤ 0 0 0 50,000,000 0 0 0 10,000,000 30,000,000 10,000,000 0 20,000,000

実質単年度収支（③+④ｰ⑤） ⑥ 214,829,298 105,974,623 △ 94,622,238 △ 129,253,184 197,873,494 96,028,296 91,085,445 △ 43,265,081 1,405,350 37,621,176 △ 225,573 4,596,598

基金残高 ⑦ 80,000,000 240,184,000 240,732,000 191,288,000 231,453,000 308,387,000 523,433,000 514,011,000 484,425,000 474,484,000 474,541,000 454,599,000

△ 300,000

△ 200,000

△ 100,000

0
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200,000

300,000

400,000

500,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

千円

単年度収支 基金残高
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５．医療費等の状況
　（1）　被保険者数、世帯数（年度平均） （2）1人当たり医療費の推移（年間） (保険者負担分＋個人負担分)

（5) 国民健康保険税率

　（3)　保険給付費等の状況 所得割

資産割

件数(件) 件数(件) 件数(件) 均等割

77,342 75,154 △ 2,188 平等割

1,769 1,649 △ 120 賦課限度額

4,388 4,445 57 所得割

9 3 △ 6 資産割

50 42 △ 8 均等割

平等割

賦課限度額

　（4)　国民健康保険事業費納付金の状況 所得割

資産割

均等割

平等割

賦課限度額

合計 賦課限度額

17万円

104万円

△ 2,256,000

令和5年度 決算（円）

447,783,534

171,596,863

47,546,607

666,927,004

区　　分

686,808,580

22万円

2.0%

7,200円

5,400円

8,400円

6,000円

計

葬　祭　費

保険者負担額(円) 保険者負担額(円) 保険者負担額(円)

21,603,442

△ 625,451

医
療
給
付
分

後
期
高
齢
者
支

援
金
分

（※支出済額から、被保険者返納金、第三者納付金を除いた額）

2,057,230,355

令和５年度

6.5%

15.0%

30,000円

22,800円

65万円

2.5%

計

2,100,000

2,012,366,060

2,500,000

区　　　分
令和4年度 令和5年度 対前年度比較

285,725,244259,182,940

△ 400,000

療養給付費

療　養　費

高額療養費

1,736,570,986 1,758,174,428

9,730,68310,356,134

1,500,000出産育児一時金

介
護
分

医療給付費分

後期高齢者支援金分

令和4年度 決算（円）

468,636,068

162,446,772

55,725,740

3,756,000

26,542,304

44,864,295

介護納付金分
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　(6)　療養の給付等内訳　（千円）

　(7)　診療費の状況

※ 被保険者の高齢化により、一人当たりの受診件数が入院・入院外・歯科・調剤でいずれも増加している。
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６．保健事業の状況

事 　業　 名 事業費(千円)

１.疾病予防事業 5,325   人間ドック事業

　 ・1日ドック　180人  ・1日+脳ドック 14人　・脳ドック　　 7人

　 ・2日ドック    6人　・2日+脳ドック  6人　・2日+PET併用　1人　　（ 計214人 11医療機関 ）　

２.特定健康診査等事業 11,405 　特定健康診査委託料 基本健診　7,050,045円

　　集団健診（543人）・個別健診（480人） 　 9,383,750円 … 詳細健診　　376,750円

  　健診情報提供（90人） 　 　　 　 　　    　225,000円 追加健診　1,956,955円

　データ管理委託等　　　　　　　　　　    　1,757,704円

　健康づくり活動支援(国保連補助事業)　     　　38,695円（在宅保健師による特定保健指導）

３.保健衛生普及事業 1,622 　医療費通知書　5回

　後発医薬品利用差額通知書　2回

４.国保ヘルスアップ事業 3,859 　特定健診未受診者対策

　　（国庫補助事業）

　加入者への受診勧奨もあわせて実施した。

　【1】9月　不定期受診・未経験者・医療機関通院者向け勧奨通知送付(対象3,024人)　

　【2】11月 再受診勧奨通知・新規国保加入者向け勧奨通知送付(対象456人)　

　【3】1月　最終勧奨通知送付(対象2,411人)

  健診結果説明会　                          77人

  生活習慣病予防教室（栄養・運動）全４回　 延75人  

　【成果と今後の方向性】

内　      　容

　令和５年度も前年度と同様、混雑防止のため完全予約定員制として受診を呼びかけた。人間ドック事業では5人減となったが、集団健診は4人増と
なり、特定健診受診率は34.4％（0.7ポイント増）と過去最高となった。
　国保ヘルスアップ事業では、特定健診未受診者への通知や電話などによる受診勧奨に加え、健康結果説明会を開催し、継続受診を呼び掛けるな
ど、未受診者対策を強化した。生活習慣予防教室についても4回開催し、生活習慣病予防の啓発に務めた。
　今後も、引き続き受診しやすい健診体制の確保、未受診者対策を徹底し、受診率の向上を図っていく。また、保健衛生普及事業では、医療費増大
の要因となっているジェネリック医薬品の使用に関する啓発を積極的に行っていく。

　（証更新時及び新規加入者）

　医療費適正リーフレット、ジェネリック希望カードや普及啓発用ポケットティッシュ等の個別配付

　　対象者の属性(過去の受診歴や健診結果等）に応じた個別通知による勧奨を実施。また、電話勧奨や新規
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７．特定健康診査等実施状況

 受診方法別受診者数の推移
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総数(人) 人間ドック 集団健診 個別健診

人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

あわら市 27.3 27.8 27.9 27.4 32.0 30.8 31.6 32.9 24.7 32.2 33.8 34.4

県平均 30.0 30.4 31.2 32.4 32.4 32.9 34.5 35.0 26.9 32.4 33.6
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％
特定健診受診率の推移

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

あわら市 50.4 42.8 51.0 43.5 61.7 52.8 50.6 49.7 61.4 56.0 59.1 35.3

県平均 28.8 33.5 33.3 33.8 34.6 34.3 34.8 35.6 27.4 29.7 31.4
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特定保健指導終了率の推移
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２）令和６年度 あわら市国民健康保険特別会計補正予算（案）

千円 千円

（単位：千円） （単位：千円）

予算現額
（Ａ）

補正額
（B)

計
（B）＋（A）

増減の主な要因
予算現額
（Ａ）

補正額
（B)

計
（B）＋（A）

増減の主な要因

現年度分 426,000 0 426,000

滞納繰越分 15,120 0 15,120

出産育児
・葬祭費等

7,503 0 7,503 441,120 0 441,120

審査支払
手数料

6,201 0 6,201 81 6,616 6,697
国保資格システム改修分
 ・資格確認書対応分 　5,016
郵便料個人番号通知分  1,600

2,171,414 0 2,171,414 2,207,692 2,573 2,210,265

国保資格システム改修分
   (個人番号通知分) 　1,478
国保税システム改修分
   (産前産後分)　　   1,095

637,224 0 637,224 188,251 △ 911 187,340

事務費繰入金
　　郵便料改定分　　  　184
　　交付金受け入れに伴う
　　(産前産後分)財源更生
　　　　　　　　　　△1,095

27,766 0 27,766 50,000 0 50,000

53,429 8,278 61,707

国保資格システム改修分   6,494
   ・資格確認書対応分    5,016
   ・個人番号通知分      1,478
郵便料改定分               184
郵便料個人番号通知分     1,600

7,356 0 7,356

1 0 1

4,666 0 4,666

2,894,500 8,278 2,902,778 2,894,500 8,278 2,902,778

歳出補正額 8,278 歳入補正額 8,278

科目 科目

保
険
給
付
費

一般分 2,157,710 0 2,157,710 保
険
税

国庫支出金

県支出金

国民健康保険事
業納付金

一般会計繰入金

その他支出

保健事業費 基金繰入金

総務費

歳出合計 歳入合計

基金積立金

その他収入
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